
※7月1日時点で認定を行う場合

給付額について

（注）　保護者とは、親権を行う者（親権を行う者がないときは、未成年後見人）となります。

③住民税所得割の合算額が
   105,500円未満の世帯

④住民税所得割の合算額が
   105,500円以上182,500円未満の世帯

⑤住民税所得割の合算額が264,500円未
   満かつ扶養する子が３人以上の世帯

専攻科

５２，１００円

１７，３７０円

１３，０３０円

世帯区分

５２，６００円

１３，０３０円

①生活保護受給世帯

②非課税世帯

５０，６７０円 １７，３７０円

３８，０００円

全日制・定時制 通信制

１５２，０００円 ５２，１００円

奨学のための給付金 対象確認シート

保護者等が居住する都道府県

にお問い合わせください。

該当しません。

奨学のための給付金の対象となりますので、申請書や必要書類を提出してください。

※各世帯区分の給付額は下記参照

NO

YES

令和８年７月１日現在、保護者等（注）の居住地は岐阜県ですか？

YES

令和８年７月１日現在、学校に在籍していますか？（休学している場合、該当しません。）

YES
NO

保護者等全員の令和８年度「住民税所得割額」の合算額が、

「０円（非課税）」又は「105,500円未満」ですか？

NO

YES

令和８年７月１日現在、生活保護（生業扶助）を受給していますか？

専攻科の生徒ですか？

NO

YES
NO

保護者等全員の令和８年度「住民税所得割」

の合算額が264,500円未満かつ３人以上の子

を扶養していますか？

NO

YES

該当しません。

※ただし、家計急変があった場合

は対象となる可能性があります。

保護者等全員の令和８年度「住民税所得

割額」の合算額が、182,500円未満です

か？

YES

【国籍要件】

次の①～⑦のいずれにも該当しない場合は、生活保護受給世帯又は非課税世帯のみが対象となります。

ただし、専攻科の生徒は支給の対象とはなりますが、金額が少なくなる場合が有ります。

①日本国籍 ②特別永住者 ③永住者 ④日本人の配偶者等 ⑤永住者の配偶者等⑥定住者のうち将来永住する意思があると認められ

た者 ⑦家族滞在のうち小学校及び中学校を卒業した者であって、高校等卒業後、日本で就労して定着する意思があると認められた者


